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発達障害児者等の地域特性に応じた支援ニーズとサービス利用の
実態の把握と支援内容に関する研究

研究代表者　本田　秀夫　（信州大学医学部附属病院子どものこころ診療部部長）

研究要旨：本研究の目的は，発達障害の支援ニーズ，およびわが国の各地で実施されている
サービスの実態を把握することである。
　基礎自治体における発達障害児および知的障害児の支援体制に関する全国調査では，全国
221の各基礎自治体で発達障害および知的障害の行政業務を行う障害福祉部局の担当者に，
発達障害児・知的障害児の直接支援体制，連携体制，人材育成，女性・外国人等・境界知能
の子どもへの配慮，差別解消・いじめ・虐待防止への対策，自治体の支援体制の課題に関す
るアンケート調査を行い，114の自治体（回収率51.6％）から回答を得た。
　発達障害の子どもにおける支援ニーズの調査では，横浜市，広島市，福岡市，豊田市，宮
崎市，函館市，松本市，いわき市，南相馬市，会津若松市，糸島市，多治見市，瑞浪市，山
梨市で疫学調査を行った。今回は，発達障害の経過の中でしばしば問題となる反抗性や素行
の問題についての質問項目も入れて調査を行った。また，外国にルーツをもつ障害のある子
どもの実態と支援に関して，12市区の31の事業所等に対してアンケート調査を行った。
　成人期発達障害者の生活実態に関する調査では，全国の発達障害者支援センター91カ所に
調査票を送付し，74センター（回収率81.3％）からアンケートが回収され，1,202人分の有効
回答について分析を行った。
　児童発達支援および放課後等デイサービスに関する自治体調査では，児童発達支援事業所
や放課後等デイサービス等に関する自治体の把握状況や取り組みの状況について，47都道府
県および20指定都市の障害児支援担当部局を対象としたアンケート調査を実施し，54自治体

（都道府県38，指定都市16；回答率80.6%）から回答を得た。
　多くの自治体で発達障害および知的障害の支援体制整備が進められているが，医療の量的
充実および小規模市町村への県や圏域の後方支援は喫緊の課題である。女性や外国人など日
本語の能力が十分でない子どもに特化した対策も必要である。反抗挑発症・素行症の子ども
や発達障害のある成人への支援ニーズについての全国調査は本邦で初めての試みであり，今
後の施策の貴重な資料となる。発達障害特性を配慮したサービスの質の向上のため，都道府
県や指定都市は事業所に対する指針や研修など標準化に向けた対策を講じることが急務であ
る。
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Ａ．研究目的
　発達障害児者への支援サービスは制度上保
証されているが，ニーズの実態把握は不十分
である。また，人口規模，地理的条件，財政
などの地域特性によって，サービスの量・質
ともに異なる可能性がある。さらに，未診断
でも発達障害の特性や軽度の遅れがあり支援
を要するケースが，潜在的にかなり存在する
と考えられる。本研究は，発達障害の支援ニー
ズおよびわが国の各地で実施されているサー
ビスの実態の全国調査によって把握すること
を目的とした。特に，これまで研究の少ない
女性や外国人等における発達障害や境界知能
の人たち，発達障害に反抗挑発症や素行症が
併発した子どもたちの把握と支援の実態，発
達障害の人たちに対する差別解消・いじめ・
虐待防止への対策の実態についても調査し
た。
　本研究は，平成25～27年度に行われた 2 つ
の厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総
合研究事業）を発展的に結合，継承したもの
である。研究代表者の本田は，「発達障害児
とその家族に対する地域特性に応じた継続的
な支援の実施と評価」の研究代表者を務めた。
全国調査によって発達障害の支援ニーズと地
域の支援システムの実態について調査・分析
し，地域特性に応じた課題の抽出と提言を

行った。また，同じコホートの疫学調査を医
療機関および学校に対して同時に行うことに
より，診断例だけでなく未診断ながら支援
ニーズのある子どもが少なからず存在する実
態を抽出した。一方，研究分担者の内山は「青
年期・成人期発達障がいの対応困難ケースへ
の危機介入と治療・支援に関する研究」の研
究代表者を務め，青年期・成人期の発達障害
に関する支援ニーズを疫学的手法で示した。
これらの 2 つの課題で研究分担者および研究
協力者を担った研究者の多くが本研究でも研
究分担者および研究協力者として引き続き配
置されているため，発達障害の実態調査に関
して全国の様々な規模の自治体と協力関係が
すでに確立している点が，本研究における有
利な条件である。

Ｂ．研究方法
１ ．地域特性に応じた支援ニーズとサービス
の実態に関する研究

（ 1 ）基礎自治体における発達障害児および
知的障害児の支援体制に関する全国調査
　発達障害および知的障害の子どもに対する
地域の支援体制に関する全国調査である。全
国221の各基礎自治体で発達障害および知的
障害の行政業務を行う障害福祉部局の担当者
に，発達障害児・知的障害児の直接支援体制，
連携体制，人材育成，女性・外国人等・境界
知能の子どもへの配慮，差別解消・いじめ・
虐待防止への対策，自治体の支援体制の課題
に関するアンケート「発達障害児・知的障害
児に関する支援状況調査」への回答を依頼し
た。

（ 2 ）発達障害の子どもにおける支援ニーズ
の調査

研究分担者（五十音順）
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篠山　大明　信州大学准教授
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ションセンター参与
髙橋　　脩　豊田市福祉事業団理事長
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は，発達障害者支援センターの相談担当者な
らびに責任者である。調査内容は，平成29年
度第 2 四半期（平成29年 7 月～ 9 月）におい
て，発達障害者支援センターにはじめて相談
に訪れた18歳以上の者すべてについて，生活
実態に関係する下記の15項目（多肢選択式）
に回答を求めるものとした。①性別　②年齢
③障害者手帳　④診断名　⑤診断時期（発達
障害診断のみ）　⑥精神科への通院状況　⑦
相談の主訴　⑧紹介者　⑨最終学歴（修了し
た学歴）　⑩現在の通い先　⑪通勤・通所等
の状況　⑫現在の通い先の継続期間　⑬同居
家族　⑭家族との同居期間　⑮経済状況。

２ ．児童発達支援および放課後等デイサービ
スに関する自治体調査
　近年，民間運営を主として急増してきた児
童発達支援，放課後等デイサービス事業所は，
障害種別によらない一元的なサービスを提供
するとされている一方，障害種別を踏まえた
サービスを提供することが厚生労働省のガイ
ドラインに示されている。しかし，発達障害
児に対してその特性を配慮したサービスが実
際に提供されているのかについては不明であ
る。そこで，自治体のこれらの把握状況や取
り組みの状況を明らかにすることを目的とし
て，47都道府県および20指定都市の障害児支
援担当部局を対象としたアンケート調査を実
施した。
　調査項目は，児童発達支援と放課後等デイ
サービスのそれぞれについて事業所数， 1 ヶ
月間の利用者数とそのうち発達障害または発
達障害のある可能性のある児童数，年 1 回以
上の定期的な利用者数の把握の有無，利用者
制限のある事業所数の把握の有無，関係機関
との情報共有・引き継ぎの指針の有無，研修
の有無，住民への情報提供の有無を尋ねるも

　平成25年度～27年度の障害者対策総合研究
事業「発達障害児とその家族に対する地域特
性に応じた継続的な支援の実施と評価」では，
障害者発達障害の早期支援を先進的・意欲的
に行っている自治体（横浜市，広島市，福岡
市，豊田市，宮崎市，函館市，松本市，東京
都板橋区，いわき市，糸島市，多治見市，瑞
浪市，山梨市，南相馬市）を対象として，平
成25年度に小学 1 年生および 6 年生であった
子どもたちにおける発達障害の頻度調査の
データを毎年追跡調査したデータが得られて
いる。本研究では，このコホートの追跡調査
を行い，幼児期から学童期にかけての発達障
害の支援ニーズを継時的に求めた。

（ 3 ）外国にルーツをもつ障害のある子ども
の実態と支援に関する研究
　実態がほとんど把握されていない「外国に
ルーツをもつ障害児」の支援の現状を把握す
るために，「外国にルーツをもつ障害児」の
アンケート調査，「外国にルーツをもつ障害
児」支援関係者を対象としたヒアリング調査，
および「外国にルーツをもつ障害児」が在籍
する小学校への訪問調査を行った。

（ 4 ）発達障害に併存する反抗挑発症，およ
び素行症の実態に関する研究
　発達障害の経過の中でしばしば問題となる
反抗性や素行の問題について，（ 2 ）で行っ
た各自治体の疫学調査の項目に反抗，素行の
問題の把握に関する質問項目を入れて調査を
行った。

（ 5 ）成人期発達障害者の生活実態に関する
調査
　全国の発達障害者支援センター91カ所に郵
送により調査票を送付した。調査票の記入者
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（ 2 ）発達障害の子どもにおける支援ニーズ
の調査
　横浜市，広島市，福岡市，豊田市，宮崎市，
函館市，松本市，いわき市，南相馬市，会津
若松市，糸島市，多治見市，瑞浪市，山梨市
で疫学調査を行った。医療機関と学校との両
者が同じ対象で実態調査を行うことにより，
診断の確定している子どもたちだけでなく，
発達障害が疑われる子どもたちと診断確定例
との関係についても求めた。また，発達障害
全体の割合とICD-10による診断ごとの割合
の両者を算出した。それぞれの地域の実情に
応じて対象を設定したが，平成18年 4 月 2 日
～平成19年 4 月 1 日生まれの出生コホートに
ついては可能な限りすべての地域で対象に含
めた。これを平成25～27年度厚生労働科学研
究費補助金（障害者対策総合研究事業）「発
達障害児とその家族に対する地域特性に応じ
た継続的な支援の実施と評価」で求めたデー
タとつなげたものが図 1 ～ 4 である。

（ 3 ）外国にルーツをもつ障害のある子ども
の実態と支援に関する研究
　アンケート調査は，12市区の31の事業所等
に対して行った。外国にルーツをもつ障害児
は事業所等の障害児総数の8.1％であった。
ヒアリング調査および小学校への訪問調査で
は，親の国籍が多様であること，両親とも又
は母親が外国人の割合が高いこと，障害は自
閉スペクトラム症，知的障害が大多数を占め
ることがわかった。
　外国人集住都市会議の会員および元会員都
市では対象児も多く，外国人住民を包摂した
多文化共生社会の形成に向けた体制整備が進
められているが，その他の自治体では通訳者
の配置・確保や外国語版の印刷物などについ
て不十分であることがわかった。

のとした。

（倫理面への配慮）
　研究対象者への侵襲的介入はない。個人
データを収集する調査では，データを連結可
能な状態で匿名化した。アンケート調査の調
査項目には特定可能な個人情報は含まれな
い。関連倫理指針（人を対象とする医学系研
究に関する倫理指針）に基づいた手続きを遵
守するとともに，研究代表者，研究分担者は
各所属機関にて倫理委員会の承認を受けた。

Ｃ．研究結果
１ ．地域特性に応じた支援ニーズとサービス
の実態に関する研究

（ 1 ）基礎自治体における発達障害児および
知的障害児の支援体制に関する全国調査
　114の自治体から回答が得られ，回収率は
51.6％であった。乳幼児健診を拠点とした早
期発見とその後の自治体によるフォローアッ
プ，医療機関の確保，療育，幼稚園・保育園・
認定こども園への支援などについては，多く
の自治体で支援体制の整備が進んできている
ことが示された。一方，医療機関はあるもの
の初診申し込みから受診までの期間は数か月
かかるところもあり，医療の量的充実が必要
である。人口の多い自治体では多くの機能を
市で充足してきているが，小規模市や町村で
は基礎自治体だけで専門性を確保することが
困難であり，県や圏域の後方支援が必要であ
ることが示された。境界知能のある子への教
育的配慮や障害児の差別解消への対応は比較
的なされていたが，発達障害のある女性や外
国人など日本語の能力が十分でない発達障害
等の子どもについては，今後もっと注目して
対策を講じていく必要がある。
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集まった。回答内容から生活実態の把握が困
難であると判断した 4 人を除く，1,202人分
を有効回答として分析を行った。
　調査結果から，以下のことが示された。
①成人支援センターの利用者の多くが高等教
育を受けている知的には正常の人たちであ
り，女性の利用者の比率が高い。
②診断を受けていない人が発達障害者支援セ
ンターの支援を求めることが多く，そのこと
の是非も含めて議輪と検討が必要である。
③発達障害者支援センターでは精神科医療と
の連携は不十分である。
④障害者の就労支援施策の近年の充実が影響
しており，発達障害者支援センターは，その
枠にはまらない人たちが相談に訪れている。
⑤労働安全衛生・産業医に関係する領域の相
談が多いと推測される。
⑥ 一方，特定の所属（通い先）のない，相
談件数は相対的に増えてきている。生活保護
等の緊急の福祉施策を必要とする割合は少な
いが，年齢や家族構成を考えると，中長期的
なリスクを抱える事例であり，詳細な事例の
ニーズの把握等，今後調査が必要である。

２ ．児童発達支援および放課後等デイサービ
スに関する自治体調査
　67自治体中54自治体（都道府県38，指定都
市16）から回答を得た（回答率は80.6%）。
　児童発達支援事業所の設置状況は，都道府
県および指定都市において，就学前児童の
1 - 2 ％が利用していると報告された。ただ
し，利用率は自治体でばらつきが大きかった

（0.49-4.51％）。放課後等デイサービス事業所
については，都道府県および指定都市におい
て，就学児のほぼ 1 ％が利用していると報告
された。
　大多数の自治体で利用者総数は把握されて

　今後，コミュニケーションとそれに起因す
る各種住民サービス利用の問題，生活文化の
違いに伴う問題，障害の発見および発達評価
の困難性，家族の環境的要因に支援上の問題
があると思われた。

（ 4 ）発達障害に併存する反抗挑発症，およ
び素行症の実態に関する研究
　データが得られたのは 8 自治体であった。
小学 ５ 年生の児童において，何らかの発達特
性や知的な問題を持つ子どもは11.5％であっ
た。このうち，広汎性発達障害（PDD）を
疑われる子どもは5.4%，注意欠陥多動性障害

（ADHD）を疑われる子どもは2.5%を占めた。
反抗性が高い子どもの割合は1.6%であった
が，発達特性を持つ子どもで見ると13.5％と
高い割合を占めた。発達特性別にみると，
ADHD特性を持つ子どもの21.2%，PDDの
14.9%，境界知能の9.7%に反抗的な子どもが
認められ，これらの障害特性と反抗との親和
性が示唆された。素行の問題を持つとみなさ
れている子どもは，発達特性を持つ子どもの
約 ２ ％であった。親や教師など，身近な大人
に反抗する心性を持つ子どもは，日本は欧米
の半分程度であり，社会規範に反する行動を
取る可能性は，さらに少ないと解釈された。
欧米に比べれば，まだ低い水準にある今のう
ちに，発達障害に併存する反抗性の問題には，
社会全体で取り組むべきであると考えられ
た。

（ 5 ） 成人期発達障害者の生活実態に関する
調査
　74センター（回収率81.3％）からアンケー
トが回収された。平成29年度第 2 四半期にお
いて18歳以上の新規相談者が存在しない 3 セ
ンター以外の71センター，1,206人データが
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の実態を全国調査である程度把握することが
できた。乳幼児期から学童期にかけては，多
くの自治体で支援体制の整備が進んできてい
ることが示された。一方，医療機関はあるも
のの初診申し込みから受診までの期間は数か
月かかるところもあり，医療の量的充実が必
要である。また，小規模市や町村では基礎自
治体だけで専門性を確保することが困難であ
り，県や圏域の後方支援が必要であることが
示された。境界知能のある子への教育的配慮
や障害児の差別解消への対応は比較的なされ
ていたが，発達障害のある女性や外国人など
日本語の能力が十分でない発達障害等の子ど
もについては，今後もっと注目して対策を講
じていく必要がある。
　女性や，外国人など日本語の能力が十分で
ない子どもに特化した対策に関する調査や，
反抗挑発症・素行症の子どもや発達障害のあ
る成人への支援ニーズについての全国調査
は，本邦で初めての試みであり，今後の施策
の貴重な資料となると思われる。
　発達障害児に対する早期支援の必要性が認
識されている今日，発達障害児の利用実態お
よび発達障害特性を配慮したサービス提供の
質を向上させるために今後，都道府県や指定
都市は事業所に対する指針や研修など標準化
に向けた対策を講じることが急務と考えられ
た。

Ｅ．結論
　従来の障害福祉行政では，医療による診断
を前提とした障害種別や支援サービスの提供
が行われてきたが，発達障害に対しては必ず
しも診断がなくても支援ニーズのある人たち
の潜在的ニーズを念頭に置いた施策が求めら
れる。本研究で，発達障害の支援に関する幅
広いニーズを十分に把握できた。また，女性

いる一方，発達障害児の児童発達支援事業所
および放課後等デイサービス事業所の利用人
数を把握している自治体は少数で，これらの
地域の児童集団のうちサービスを受けている
発達障害児の利用率について知ることは困難
であった。
　自治体として関連機関等との情報共有・引
き継ぎの指針を示しているのは，2 都道府県，
4 指定都市と少数にとどまった。自治体が主
催する両事業の職員向け研修は， 1 / 3 の自
治体で実施されているにとどまった。

Ｄ．考察
　本研究の目的は，疫学的手法を用いて発達
障害の支援ニーズ，およびわが国の各地で実
施されているサービスの実態を把握すること
である。最終年度である本年度は，基礎自治
体における発達障害児および知的障害児の支
援体制，発達障害の子どもにおける支援ニー
ズ，成人期発達障害者の生活実態，および児
童発達支援および放課後等デイサービスに関
する自治体の把握状況の 4 領域について全国
調査を行った。これまで研究の少ない女性や
外国人等における発達障害や境界知能の人た
ち，発達障害に反抗挑発症や素行症が併発し
た子どもたちの把握と支援の実態，発達障害
の人たちに対する差別解消・いじめ・虐待防
止への対策の実態についても調査した。
　発達障害および知的障害の支援ニーズは，
小学校入学時点で10％前後はあることが，平
成25～27年度の調査で明らかとなっていた
が，その群のフォローアップでは小学 5 年生
時点でも学校において同様かそれ以上に高い
支援ニーズが示された。
　このように支援ニーズの高い発達障害に対
する地域支援体制の整備は，全国的に急速に
進められていると思われるが，本研究ではそ
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や日本語の能力が十分でない子ども等の細や
かなニーズに対応した行政的課題については
じめて資料が得られたことにより，今後の施
策への活用が期待される。

Ｆ．健康危険情報
　特記すべきことなし

Ｇ．研究発表
1 ．論文発表　別紙参照
2 ．学会発表　別紙参照

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
1 ．特許取得　なし
2 ．実用新案登録　なし
3 ．その他　なし

Ｉ．参考文献
1 ）本田秀夫（研究代表者）：厚生労働科学

研究費補助金障害者対策総合研究事業
（障害者政策総合研究事業（身体・知的
等障害分野））：発達障害児とその家族に
対する地域特性に応じた継続的な支援の
実施と評価－平成25～27年度総合研究報
告書（H25－身体・知的－一般－008），
2016。
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平成25年 4 月（小学 1 年生）

診断 横浜 広島 豊田 宮崎 山梨
発達障害全体 4.7 6.7 6.4 （5.2） 7.3 5.2
広汎性発達障害 4.2 5.3 4.2 （3.0） 6.6 3.3
多動性障害 0.09 0.2 0.4 0.05 0.4
会話・言語 0.03 0.7 0.6 0.2 0.4
学力 0.03 ＊ 0.02 ＊ 0
精神遅滞 0.3 0.5 1.2 0.4 0.7
その他 0.09 0 0 0 0.4

　
平成27年 4 月（小学 3 年生）

診断 横浜 広島 豊田 宮崎 山梨
発達障害全体 5.1 7.4 6.5 （5.4） 9.4 7.4
広汎性発達障害 4.5 5.8 4.2 （3.1） 8.7 5.2
多動性障害 0.2 0.4 0.4 0.3 1.1
会話・言語 0.03 0.7 0.6 0.1 0.4
学力 0.06 ＊ 0.05 0.03 0
精神遅滞 0.3 0.5 1.2 0.2 0.7
その他 0.09 ＊ 0 0 0

平成29年 4 月（小学 5 年生）

診断 横浜 広島 豊田 宮崎 山梨
発達障害全体 5.8 8.2 7.0 ＊ 8.5
広汎性発達障害 5.0 6.3 4.3 ＊ 5.9
多動性障害 0.3 0.7 0.7 ＊ 1.1
会話・言語 0.03 0.7 0.6 ＊ 0.4
学力 0.1 ＊ 0.1 ＊ 0
精神遅滞 0.3 0.5 1.3 ＊ 0.7
その他 0.09 0.1 ＊ ＊ 0.4

図 １ ．平成18年 4 月 2 日～平成19年 4 月 1 日生まれの出生コホートにおける発達障害の発生率の
年次推移（医療機関調査）

（＊は欠損データ。豊田市は，広汎性発達障害のうち自閉症とアスペルガー症候群以外のものを
除いた数値を（　）内に記した）
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平成25年 4 月（小学 1 年生）

診断 横浜 広島 福岡 宮崎 松本 糸島 多治見 瑞浪 山梨
発達障害全体 7.7 6.3 ＊ 7.4 1.7 ＊ 5.3 2.9 4.2
広汎性発達障害 5.4 5.0 ＊ 6.7 1.5 ＊ 2.9 1.6 3.2
多動性障害 0.2 0.2 ＊ 0.05 0.2 ＊ 0.6 0 0.7
会話・言語 1.5 0.6 ＊ 0.3 0 ＊ 0 0 0
学力 0.04 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 0
精神遅滞 0.4 0.4 ＊ 0.4 0 ＊ 0.7 1.0 0.4
その他 0.3 0 ＊ 0.0 0 ＊ 0.8 0 0

平成27年 4 月（小学 3 年生）

診断 横浜 広島 福岡 宮崎 松本 糸島 多治見 瑞浪 山梨
発達障害全体 8.3 7.4 5.5 9.6 ＊ 2.7 5.3 2.9 8.0
広汎性発達障害 5.8 5.9 3.6 8.9 ＊ 1.5 3.0 1.3 5.9
多動性障害 0.3 0.4 0.4 0.3 ＊ 0.9 1.3 0.3 1.0
会話・言語 1.5 0.6 0.6 0.1 ＊ 0.2 0.5 0.3 0.4
学力 0.04 ＊ 0.07 0.1 ＊ 0 0 0 0
精神遅滞 0.4 0.5 0.5 0.3 ＊ 0 0.5 1.0 0.7
その他 0.3 ＊ 0.3 0 ＊ 0.1 0 0 0

平成29年 4 月（小学 5 年生）

診断 横浜 広島 福岡 宮崎 松本 糸島 多治見 瑞浪 山梨
発達障害全体 4.7 8.2 6.1 ＊ 11.9 6.2 4.9 3.9 8.9
広汎性発達障害 4.0 6.3 4.0 ＊ 6.7 2.8 2.4 1.3 6.9
多動性障害 0.2 0.7 0.6 ＊ 2.4 1.2 0.9 0.3 1.0
会話・言語 0 0.6 0.6 ＊ 0.5 1.9 0.5 1.0 0.3
学力 0.07 ＊ 0.1 ＊ 0.2 0 0 0 0
精神遅滞 0.3 0.5 0.5 ＊ 1.1 0.2 0.4 0.7 0.7
その他 0.1 0.1 0.3 ＊ 0.6 0.1 0.5 0.7 0

図 ２ ．平成18年 4 月 2 日～平成19年 4 月 1 日生まれの子どもにおける発達障害の有病率の年次推
移（医療機関調査）
�（＊は欠損データ。福岡市の平成26年度のデータは，小学校入学直前の有病率を小学 2 年生時点
で調査した数値）
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平成25年 4 月（小学 1 年生）

診断 横浜 広島 福岡 宮崎 函館 松本 多治見 瑞浪 山梨 いわき 南相馬
発達障害全体 10.9 11.6 ＊ 11.1 （6.7） 12.0 10.0 4.9 16.3 7.7 18.5
広汎性発達障害 5.4 4.9 ＊ 4.9 （3.4） 3.6 5.4 1.0 5.6 2.0 3.4
多動性障害 2.3 2.8 ＊ 3.0 （1.4） 4.4 1.6 0.7 5.2 2.5 5.6
会話・言語 0.4 2.2 ＊ 1.0 （0.9） 0.8 1.0 0.7 2.4 0.8 2.6
学力 1.1 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 0 ＊ ＊
精神遅滞 1.2 1.2 ＊ 2.1 （0.8） 2.1 1.7 2.6 2.4 1.9 5.2
その他 0.5 0.6 ＊ 0.2 （0.3） 1.1 0.7 0 0.69 0.5 1.7

平成27年 4 月（小学 3 年生）

診断 横浜 広島 福岡 宮崎 函館 松本 多治見 瑞浪 山梨 いわき 南相馬
発達障害全体 13.3 9.6 6.0 11.5 10.6 12.8 12.3 5.8 10.1 7.7 11.8
広汎性発達障害 5.9 5.2 2.0 5.7 4.9 4.6 3.6 1.0 3.8 2.7 4.2
多動性障害 3.6 2.6 1.5 2.7 2.8 3.9 3.3 1.0 1.4 2.1 2.7
会話・言語 0.5 0.6 0.4 0.5 0.4 0.9 0.4 0.3 2.1 0.6 0.9
学力 1.6 1.3 0.7 1.5 1.2 ＊ 2.0 2.3 0.0 0.6 1.5
精神遅滞 1.1 0.8 1.0 0.9 0.9 2.2 1.9 1.3 2.1 1.4 2.4
その他 0.6 ＊ 0.3 0.2 0.4 1.2 1.2 0 0.7 0.2 0

平成29年 4 月（小学 5 年生）

診断 横浜 広島 福岡 宮崎 函館 松本 多治見 瑞浪 山梨 いわき 南相馬
発達障害全体 14.9 ＊ 8.3 12.9 11.2 12.8 10.5 12.4 9.3 ＊ 16.3
広汎性発達障害 6.1 ＊ 1.5 7.0 6.3 5.0 4.8 2.3 5.2 ＊ 6.5
多動性障害 3.3 ＊ 0.7 2.1 1.5 3.3 2.2 3.6 1.4 ＊ 4.4
会話・言語 0.2 ＊ 0.1 0.1 0.5 0.3 0.1 1.6 0.4 ＊ 0
学力 2.3 ＊ 0.1 1.4 1.0 1.2 0.9 0.7 0.7 ＊ 2.1
精神遅滞 0.9 ＊ 0.8 1.1 1.4 1.8 0.8 2.0 1.4 ＊ 2.7
その他 0.8 ＊ 0.3 ＊ 0.6 0.4 0.8 0.3 0.4 ＊ 0.6

図 ３ ．平成18年 4 月 2 日～平成19年 4 月 1 日生まれの子どものうち，発達障害が疑われる（診断
／未診断を問わず）と学校で把握されていた子どもの割合の年次推移（学校調査）

（＊は欠損データ。函館市の平成25年度のデータは，特別支援学校を除いた数値）
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平成25年 4 月（小学 1 年生）

診断 横浜 広島 福岡 豊田 宮崎 函館 松本 多治見 瑞浪 山梨 いわき 南相馬
発達障害全体 4.5 5.4 ＊ 3.4 4.1 （3.4） 4.6 ＊ ＊ 6.9 3.0 7.7
広汎性発達障害 3.4 3.6 ＊ 2.8 2.7（2.7） 2.6 5.9 1.0 3.8 1.2 3.4
多動性障害 0.2 0.5 ＊ 0.05 0.3（0.3） 0.6 1.6 0.7 1.0 0.2 0.9
会話・言語 0.08 0.5 ＊ 0.05 0.3（0.3） 0.1 1.6 0.7 0.7 0.2 0.4
学力 0.2 ＊ ＊ 0 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 0 ＊ ＊
精神遅滞 0.6 0.6 ＊ 0.5 0.8 （0.1） 1.0 1.8 2.6 1.0 1.3 2.1
その他 0.08 0.2 ＊ 0 0.03（0.2） 0.3 0.7 0 0.4 0 0.9

平成27年 4 月（小学 3 年生）

診断 横浜 広島 福岡 豊田 宮崎 函館 松本 多治見 瑞浪 山梨 いわき 南相馬
発達障害全体 5.3 4.9 3.4 3.6 5.3 4.8 5.8 5.3 2.9 4.5 3.4 5.1
広汎性発達障害 3.6 3.3 1.6 2.8 3.6 3.4 3.4 2.6 1.0 2.4 1.5 2.7
多動性障害 0.6 0.7 0.7 0.1 0.6 0.8 0.9 0.8 0.3 0 0.6 1.5
会話・言語 0.3 0.2 0.3 0.1 0.3 0.1 0.4 0.2 0.3 1.0 0.1 0
学力 0.1 0.3 0.2 0 0.1 0.05 ＊ 0.2 0 0 0.2 0
精神遅滞 0.6 0.5 0.5 0.6 0.7 0.4 0.9 1.0 1.3 1.0 1.0 0.9
その他 0.1 ＊ 0.07 0 0.1 0.05 0.3 0.3 0 0 0.1 0

平成29年 4 月（小学 5 年生）

診断 横浜 広島 福岡 豊田 宮崎 函館 松本 多治見 瑞浪 山梨 いわき 南相馬
発達障害全体 6.1 ＊ 3.4 ＊ 6.0 6.0 7.0 6.8 2.6 5.2 ＊ 8.9
広汎性発達障害 3.7 ＊ 1.5 ＊ 4.6 4.6 3.9 4.0 1.3 3.5 ＊ 4.7
多動性障害 0.6 ＊ 0.7 ＊ 0.3 0.4 1.0 1.1 0.3 0.7 ＊ 2.1
会話・言語 0.08 ＊ 0.1 ＊ 0.03 0.2 0.1 0 0.3 0 ＊ 0
学力 0.4 ＊ 0.1 ＊ 0.2 0.2 0.3 0.5 0 0 ＊ 0
精神遅滞 0.3 ＊ 0.8 ＊ 0.7 0.5 1.3 0.7 0.3 0.7 ＊ 1.8
その他 0.04 ＊ 0.1 ＊ ＊ 0.2 0.3 0.4 0 0.4 ＊ 0.3

図 ４ ．平成18年 4 月 2 日～平成19年 4 月 1 日生まれの子どものうち，医療機関を受診しているこ
とを学校で把握されていた子どもの割合の年次推移（学校調査）

（＊は欠損データ。函館市の平成25年度のデータは，特別支援学校を除いた数値）
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資料：学校を対象とした発達障害の支援ニーズ調査で用いた調査用紙の例（横浜市）

発達に何らかの遅れや偏りのある子どもの把握に関する実態調査
（小学 5 年生）

日本語の能力に応じた特別な指導を必要とする児童については、青色の調査用紙に記入してくだ
さい

　以下の質問は、平成29年度の貴校 5 年生（平成18年 4 月 2 日～平成19年 4 月 1 日生まれ）
についてお伺いするものです。
　平成29年 4 月 2 日時点で横浜市港北区に居住し貴校に在籍（一般学級、個別支援学級を問
いません）している児童について記入してください。それ以前に転出した子どもやそれ以後
に転入した子どもは除外してください。

�
� 児童支援専任会で使用している学校番号　NK－（　　　）
� 記入者（　　　　　　　　　　　　　　）
� 役職（　児童支援専任・特別支援教育コーディネーター・担任・その他　　　　　　　　　　）
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１ ．�平成29年 4 月 2 日時点で貴校に在籍している 5 年生の総人数（一般学級と個別支援学級の計）を記
入してください。� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

２ ．�平成29年 4 月 2 日時点で発達に何らかの遅れや偏りがある子どもとして把握している 5 年生の子ど
もについて回答してください。ひとりの子どもが複数の制度を活用している場合には、リストの上
位の項目を優先して 1 つのみ選択してください。

　総数� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
　　内訳

A．個別支援学級に在籍
（1）知的障害個別支援学級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（2）自閉症・情緒障害個別支援学級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（3）その他の個別支援学級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
B．一般学級に在籍

（1）情緒障害通級指導教室に通級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（2）難聴・言語障害通級指導教室に通級［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（3）その他の通級指導教室に通級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（4）適応指導教室（（1）～（3）通級児を除く）
� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

（5）その他の支援　（　　　　　　　）� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
　　　　　　　　　（　　　　　　　）　�［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
　　　　　　　　　（　　　　　　　）　�［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
　　　　　　　　　（　　　　　　　）　�［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

（6）学級担任による配慮のみ� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（7）特別な配慮は必要としない� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

３ ．�平成29年 4 月 2 日時点で発達に何らかの遅れや偏りがある子どもとして把握している子どもの人数
を記入してください。（　　）内にある診断名のついている子どもを含めますが、診断されていな
い子どもでもその特徴があれば含めてください。視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱の子ども
でも、当てはまる特徴があれば含めてください。そのうち、「医療機関を受診している、あるいは
受診したことがある」、と把握している子どもは の中にご記入ください。

　　主たる問題が、
（1）�対人関係やこだわりなどの問題（「自閉症」「アスペルガー症候群」「広汎性発達障害」「自閉症

スペクトラム」など）。

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人
（2）�（1）に含まれていない子どもで、落ち着きがない、そそっかしいなどの問題（「ADHD」「多

動性障害」など）

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人
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（3）�（1）にも（2）にも含まれていない子どもで、言葉を理解することや話すことの問題（「構音障害」
「発達性言語障害」など）

　　※吃音、場面緘黙が主たる問題の子どもは、ここではなく（6）に含めてください

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

（4）�（1）～（3）のいずれにも含まれていない子どもで、発達全体の遅れでは説明のつかない学力の問
題（「学習障害」「LD」など）

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人
（5）�（1）～（4）のいずれにも含まれていない子どもで、発達全体の遅れ（「精神遅滞」「知的障害」など）

	

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

（6）�（1）～（5）のいずれにも含まれていない子どもで、なんらかの精神科などの専門的なケアを要する
と思われる問題（吃音、場面緘黙、チックなどが主たる問題の場合、ここに含めてください）

	

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人
	
 （7）（1）～（6）のいずれにも含まれていない子どもで、知的に境界知能

	

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

４ ．�３ で、医療機関を受診していない子どもについて、受診しない理由をご存知であれば教えてくださ
い。

理由 人数 理由 人数

受診に抵抗がある 必要性を感じない

家族の理解が得られない 経済的理由

民間療育機関など他に相談の場がある 宗教的理由

なんとなく （以下、適宜加えてください）
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５ ．�不登校についてお聞きします 。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、前年度に不登校（30日以上の
長期欠席）の状態にあった人数を記入してください。そのうち、「医療機関を受診している、ある
いは受診したことがある」、と把握している子どもは、 にご記入ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

６ ．�反抗的な特性についてお聞きします。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、しばしば、イライラし、
腹を立て、癇癪を起こしたり、大人の要求や規則に逆らうなど著しく反抗的な特性を有すると思わ
れる子どもの人数を記入してください。そのうち、「医療機関を受診している、あるいは受診した
ことがある」、と把握している子どもは、 にご記入ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

７ ．�触法行為についてお聞きします。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、前年度に暴行、器物破損、放
火、窃盗、家出、街の徘徊などの触法行為を行った子どもの人数を記入してください。そのうち、「医
療機関を受診している、あるいは受診したことがある」、と把握している子どもは にご記入
ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
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８ ．知的に境界知能の子どもの教育について、何か問題点があれば以下に記載してください。

� ご協力ありがとうございました。
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特別支援学校を対象とした発達障害の支援ニーズ調査で用いた調査用紙の例（横浜市）

発達に何らかの遅れや偏りのある子どもの把握に関する実態調査
（小学 5 年生）

　以下の質問は、平成29年度の貴校 5 年生（平成18年 4 月 2 日～平成19年 4 月 1 日生まれ）
についてお伺いするものです。
　平成29年 4 月 2 日時点で横浜市港北区に居住し貴校に在籍している児童について記入して
ください。それ以前に転出した子どもやそれ以後に転入した子どもは除外してください。

�
	�  記入者（　　　　　　　　　　　　　　）
� 役職（　　　　　　　　　　　　　　） 
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１ ．貴校在籍の 小学 5 年生で、平成29年 4 月 2 日現在、横浜市港北区に居住の児童数を記してください。
� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

２ ．�平成29年 4 月 2 日時点で発達に何らかの遅れや偏りがある子どもとして把握している子どもの人数
を記入してください。（　　）内にある診断名のついている子どもを含めますが、診断されていな
い子どもでもその特徴があれば含めてください。視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱の子ども
でも、当てはまる特徴があれば含めてください。そのうち、「医療機関を受診している、あるいは
受診したことがある」、と把握している子どもは の中にご記入ください。

　　主たる問題が、
（1）�対人関係やこだわりなどの問題（「自閉症」「アスペルガー症候群」「広汎性発達障害」「自閉症

スペクトラム」など）。

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

 （2） �（1）に含まれていない子どもで、落ち着きがない、そそっかしいなどの問題（「ADHD」「多
動性障害」など）

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

 （3）�（1）にも（2）にも含まれていない子どもで、言葉を理解することや話すことの問題（「構音
障害」「発達性言語障害」など）

　　※吃音、場面緘黙が主たる問題の子どもは、ここではなく（6）に含めてください

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

 （4）�（1）～（3）のいずれにも含まれていない子どもで、発達全体の遅れでは説明のつかない学力の
問題（「学習障害」「LD」など）

		

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

 （5）�（1）～（4）のいずれにも含まれていない子どもで、発達全体の遅れ（「精神遅滞」「知的障害」
など）

	

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

 （6）�（1）～（5）のいずれにも含まれていない子どもで、なんらかの精神科などの専門的なケアを要
すると思われる問題（吃音、場面緘黙、チックなどが主たる問題の場合、ここに含めてくだ
さい）

	

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人
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（7）�（1）～（6）のいずれにも含まれていない子どもで、知的に境界知能
	

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

４ ．�３ で、医療機関を受診していない子どもについて、受診しない理由をご存知であれば教えてくださ
い。

理由 人数 理由 人数

受診に抵抗がある 必要性を感じない

家族の理解が得られない 経済的理由

民間療育機関など他に相談の場がある 宗教的理由

なんとなく （以下、適宜加えてください）

５ ．�不登校についてお聞きします 。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、前年度に不登校（30日以上の
長期欠席）の状態にあった人数を記入してください。そのうち、「医療機関を受診している、ある
いは受診したことがある」、と把握している子どもは、 にご記入ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
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６ ．�反抗的な特性についてお聞きします。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、しばしば、イライラし、
腹を立て、癇癪を起こしたり、大人の要求や規則に逆らうなど著しく反抗的な特性を有すると思わ
れる子どもの人数を記入してください。そのうち、「医療機関を受診している、あるいは受診した
ことがある」、と把握している子どもは、 にご記入ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

７ ．�触法行為についてお聞きします。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、前年度に暴行、器物破損、放
火、窃盗、家出、街の徘徊などの触法行為を行った子どもの人数を記入してください。そのうち、「医
療機関を受診している、あるいは受診したことがある」、と把握している子どもは にご記入
ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

８ ．知的に境界知能の子どもの教育について、何か問題点があれば以下に記載してください。

� ご協力ありがとうございました。
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学校を対象とした発達障害の支援ニーズ調査で用いた調査用紙の例
（横浜市；日本語の能力に応じた特別な指導が必要な子ども用）

発達に何らかの遅れや偏りのある子どもの把握に関する実態調査
（小学 5 年生、日本語の能力に応じた特別な指導が必要な子ども用）

　以下の質問は、平成29年度の貴校 5 年生（平成18年 4 月 2 日～平成19年 4 月 1 日生まれ）
についてお伺いするものです。
　平成29年 4 月 2 日時点で横浜市港北区に居住し貴校に在籍（一般学級、個別支援学級を問
いません）している「日本語の能力に応じた特別な指導」の対象となるすべての子どもにつ
いて記入してください。それ以前に転出した子どもやそれ以後に転入した子どもは除外して
ください。

　「日本語指導が必要な児童生徒」としては、海外から帰国した児童生徒、外国人児童生徒、重
国籍や保護者の一人が外国籍である等の理由で日本語以外の言語を家庭内で使用しているなどの
事情により、「日本語で日常会話が十分にできない児童生徒」及び「日常会話ができても、学年
相当の学習言語能力が不足し、学習活動への取組に支障が生じている児童生徒」が考えられます。 
　その中で「特別の教育課程」による日本語指導の対象となる児童生徒は、在籍学級で行われる
教育課程によらず、在籍学級以外の教室で当該児童生徒の日本語の能力に応じた指導を受ける必
要がある児童生徒です。

� 児童支援専任会で使用している学校番号　NK－（　　　）
� 記入者（　　　　　　　　　　　　　　）
役職（　児童支援専任・特別支援教育コーディネーター・担任　・その他　　　　　　　　　　）
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１ ．�平成29年 4 月 2 日時点で貴校に在籍している 5 年生の総人数（一般学級と個別支援学級の計）を記
入してください。� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

２ ．�平成29年 4 月 2 日時点で発達に何らかの遅れや偏りがある子どもとして把握している 5 年生の子ど
もについて回答して下さい。ひとりの子どもが複数の制度を活用している場合には、リストの上位
の項目を優先して 1 つのみ選択してください。

　総数� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
内訳
A．個別支援学級に在籍

（1）知的障害個別支援学級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（2）自閉症・情緒障害個別支援学級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（3）その他の個別支援学級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
B．一般学級に在籍

（1）情緒障害通級指導教室に通級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（2）難聴・言語障害通級指導教室に通級�［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（3）その他の通級指導教室に通級� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（4）適応指導教室（（1）～（3）通級児を除く）
� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

（5）その他の支援　（　　　　　　　）� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
　　　　　　　　　（　　　　　　　）　�［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
　　　　　　　　　（　　　　　　　）　�［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
　　　　　　　　　（　　　　　　　）　�［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

（6）学級担任による配慮のみ� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）
（7）特別な配慮は必要としない� ［　　　　］人（男［　　　　］人、女［　　　　］人）

３ ．�平成29年 4 月 2 日時点で発達に何らかの遅れや偏りがある子どもとして把握している子どもの人数
を記入してください。（　　）内にある診断名のついている子どもを含めますが、診断されていな
い子どもでもその特徴があれば含めてください。視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱の子ども
でも、当てはまる特徴があれば含めてください。そのうち、「医療機関を受診している、あるいは
受診したことがある」、と把握している子どもは の中にご記入ください。

　　主たる問題が、
（1）�対人関係やこだわりなどの問題（「自閉症」「アスペルガー症候群」「広汎性発達障害」「自閉症

スペクトラム」など）。

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

（2）�（1）に含まれていない子どもで、落ち着きがない、そそっかしいなどの問題（「ADHD」「多
動性障害」など）

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人
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（3）�（1）にも（2）にも含まれていない子どもで、言葉を理解することや話すことの問題（「構音障
害」「発達性言語障害」など）

　　※吃音、場面緘黙が主たる問題の子どもは、ここではなく（6）に含めてください

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

（4）（�1）～（3）のいずれにも含まれていない子どもで、発達全体の遅れでは説明のつかない学力の
問題（「学習障害」「LD」など）

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

（5）�（1）～（4）のいずれにも含まれていない子どもで、発達全体の遅れ（「精神遅滞」「知的障害」
など）

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

（6）�（1）～（5）のいずれにも含まれていない子どもで、なんらかの精神科などの専門的なケアを要
すると思われる問題（吃音、場面緘黙、チックなどが主たる問題の場合、ここに含めてくださ
い）

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

 （7）（1）～（6）のいずれにも含まれていない子どもで、知的に境界知能

男
総数

人
うち、医療

人 女
総数

人
うち、医療

人

４ ．�３ で、医療機関を受診していない子どもについて、受診しない理由をご存知であれば教えてくださ
い。

理由 人数 理由 人数

受診に抵抗がある 必要性を感じない

家族の理解が得られない 経済的理由

民間療育機関など他に相談の場がある 宗教的理由

なんとなく （以下、適宜加えてください）
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５ ．�不登校についてお聞きします 。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、前年度に不登校（30日以上の
長期欠席）の状態にあった人数を記入してください。そのうち、「医療機関を受診している、ある
いは受診したことがある」、と把握している子どもは、 にご記入ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

６ ．�反抗的な特性についてお聞きします。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、しばしば、イライラし、
腹を立て、癇癪を起こしたり、大人の要求や規則に逆らうなど著しく反抗的な特性を有すると思わ
れる子どもの人数を記入してください。そのうち、「医療機関を受診している、あるいは受診した
ことがある」、と把握している子どもは、 にご記入ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

７ ．�触法行為についてお聞きします。 ３ の（１）～（７）それぞれについて、前年度に暴行、器物破損、放
火、窃盗、家出、街の徘徊などの触法行為を行った子どもの人数を記入してください。そのうち、「医
療機関を受診している、あるいは受診したことがある」、と把握している子どもは にご記入
ください。

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

男

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人

女

総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
総数

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
うち、医療

人
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８ ．�日本語の能力に応じた特別な指導の対象児でかつ発達に何らかの遅れや偏りがある子どもの教育に
ついて、何か問題点があれば以下に記載してください。

� ご協力ありがとうございました。
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